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設定来の運用状況（2018年6月29日現在） 

基準価額（税引前分配金再投資） 

の騰落率 

1カ月 3カ月 6カ月 設定来 

-0.91% +0.58% -5.29% +46.71% 

β分配金再投資基準価額は税引前分配金を再投資したものとして計算しています。設定日前日を10,000として指数化。基準価額は信託報酬控除後の値です。
騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。税引前分配金を再投資した基準価額の騰落率です。設定来騰落率は設定日前日との比較です。 

設定来の市場環境と運用状況 

基準価額 

14,671円 
（2018年6月29日） 

設定来の基準価額の推移 

 設定（2016年6月30日）から2018年6月末までのアジアパシフィック（含む日本）株式市場は、総じて世界の経済環境が

良好であったこと、主要企業を中心に業績予想が上方修正されたことなどを背景に堅調に推移しました。但し、2018年2月以

降は、米国の雇用統計を受けて市場参加者のインフレ期待が急速に高まったことや、米国が保護貿易主義的な政策を表明し、

世界的に貿易摩擦に対する懸念が高まったことから、株価の変動性が上昇しました。 

 地域別では、国内の主要経済指標が概ね良好な内容であったことに加え、国内企業の業績拡大期待が高まったことから、日

本の株式市場が特に大きく上昇しました（現地通貨ベース）。また、アジア（除く日本）の株式市場も堅調に推移しました。

期を通して世界経済が概ね良好な推移となったことに加え、特に貿易統計が底堅く推移したことが好感され、中でも中国の株

式市場がけん引役となり、上昇しました。しかし、2018年2月以降は、貿易摩擦に対する過度な懸念から調整局面を迎えまし

た。オーストラリアの株式市場は、二桁上昇となったものの、他市場と比べて伸びは小幅に留まりました。 

 こうした市場環境下、当ファンドの基準価額は、設定来上昇し、2018年6月29日現在、14,671円となりました。 

【ご参考】過去2年間の株式指数の騰落率 

現地通貨＊ベース 

出所：ブルームバーグのデータを基にシュローダー作成。＊アジア株式は米ドルベース。βアジア株式はMSCI ACアジア(除く日本)インデックス、日本株式はMSCI日本
インデックス、オーストラリア株式はMSCIオーストラリアインデックス、全てトータルリターン。 
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ポートフォリオの概要（2018年6月29日現在） 

β上記データはマザーファンドの状況で純資産総額比です。業種はGICS（世界産業分類基準）の分類に基づいて表記しています。組入比率グラフは、四捨五入し 
て表示しているため、合計が100%にならないことがあります。インドについては、一部ルクセンブルグ籍外国投信等を組み入れています。β予想PERは2018年6月末の
株価と2018年度のI/B/E/S利益予想ベース、PBR、ROE、配当利回りは2018年6月末実績ベースで、全てマザーファンドの組入比率に基づき加重平均して算出し
ています。 

国／地域別組入比率 業種別組入比率 

銘柄名 国／地域 業種 投資比率 

1  サムスン電子 韓国                                    情報技術 4.0% 

2  アリババ・グループ・ホールディング 中国 情報技術 3.6% 

3  テンセント・ホールディングス 中国                                    情報技術 2.9% 

4  AIAグループ 香港  金融 2.4% 

5  台湾セミコンダクター 台湾                          情報技術 2.1% 

6  HDFC銀行 インド                                    金融 2.0% 

7  BHPビリトン オーストラリア                          素材 2.0% 

8  CSL オーストラリア                          ヘルスケア 1.7% 

9  オーストラリア・ニュージーランド銀行グループ オーストラリア                          金融 1.5% 

10  中国太平洋保険集団 中国                                    金融 1.4% 

予想PER（株価収益率） 15.2倍 ROE（自己資本利益率） 14.4％ 

PBR（株価純資産倍率） 1.8倍 配当利回り 2.3％ 

各種指標 

組入上位銘柄 
（銘柄数：99銘柄） 

ポートフォリオについて 

 当ファンドは、日本を含むアジアパシフィック諸国の株式を実質的な主要投資対象としています。銘柄選択にあたっては、定性

評価においてESG（環境・社会・ガバナンス）の観点を加味し、持続的に利益成長が期待されると判断する企業に投資を行

うことで、中長期的な信託財産の成長を⽬指しています。 

 例えば、足元では、市場の拡大など構造的な成長が見込まれる業種や、業界内でも先端技術への投資を行い競争優位性

を持つ企業の中で、成長と収益性のバランスを見極めた慎重な経営判断を行う企業や、事業分散を図り安定的な利益成長

を⽬指す企業等が見受けられるアジアの情報技術銘柄を多く保有しています。また、バランスシートが健全であり、規律ある利

益成長が見込まれるほか、顧客サービスや職場環境の改善を進めるなど、ステークホルダー（利害関係者）を意識した経営を

進める金融銘柄等をポートフォリオの中核として保有しています。 

 次ページ以降では、設定来で特にファンドのパフォーマンスに貢献した銘柄の一部をご紹介します。 
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出所：ブルームバーグおよび各社資料を基にシュローダー作成。β株価、指数ともにトータルリターン。株価は上場市場の通貨ベース。当該上場市場を代表する株価指
数と比較。株価グラフは2016年6月末～2018年6月末、2016年6月末を100として指数化。β個別銘柄、業種、国、地域等についての言及は例示を⽬的とするもの
であり、当該個別銘柄等の購入、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また、運用するポートフォリオにおいて、当該個別銘柄が必ずしも現在ある
いは将来の保有銘柄であるとは限らず、また当該個別銘柄に対する今後の投資行動について示唆するものでもありません。β写真はイメージです。 

設定来でファンドのパフォーマンスに貢献した銘柄のご紹介（1） 

山九（資本財・サービス、日本） 

プラントエンジニアリング、物流、工場内作業支援を結合した独自のビジネスモデルを
展開する企業 

過去2年間の株価推移（日本円ベース） 

運用担当者の視点 

¸鉄鋼や化学メーカーといった主要顧客の工場老朽化が進む中、改修工事など
中期的に堅調な受注が見込まれます。また、物流事業についても顧客の拡大
などによる利益成長が期待できると考えます。 

ESG評価のポイント 

¸ガバナンスの観点では、株主還元積極化の余地がある
と考えていますが、同社は配当性向の引き上げを継続
しています。また、経営陣の投資家との対話姿勢なども
評価しています。 

株価上昇のポイント 

¸国内鉄鋼メーカーなどからの堅調な受注を背景に機工
事業が好調に推移したことに加え、これまで利益率に課
題のあった物流事業についても低採算案件からの撤退
などにより利益率が改善し、市場の期待値を上回る業
績推移となりました。 

島津製作所（情報技術、日本） 

成長市場の中国で高いシェアを有する世界的な分析、計測装置メーカー 

過去2年間の株価推移（日本円ベース） 

運用担当者の視点 

¸分析・計測装置の分野において、同社の新製品群はユーザーにとっての使いや
すさや分析性能の高さにより顧客から支持されています。また、同社の高性能
製品は医薬分野で今後シェア拡大の可能性を有していると見ています。 

ESG評価のポイント 

¸ 「環境問題」の解決に向けて、本業の分析・計測技術
が活かされていることに加え、同社の計測技術と医療技
術とが組み合わされることで、検査精度の向上を通じた
「人の健康」への貢献が実現されています。 

株価上昇のポイント 

¸環境規制の強化を背景に分析機器市場が拡大する中、
同社製品に対する評価が高まり、売上・利益が大幅に
伸長しました。加えて、臨床分野において成長余地のあ
る銘柄として評価されたことにより、堅調な株価推移とな
りました。 

写真変更 
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AIAグループ（金融、香港） 

運用担当者の視点 

¸中国や東南アジアなどの中間層の台頭や保険需要の拡大を追い風に、業績
は右肩上がりで推移しています。ライフスタイルの多様化に合わせた商品やサー
ビスの拡充に取り組んでおり、引き続き高い収益が期待できると考えます。 

生命保険や健康管理サービスを提供する、香港を拠点とするアジアの保険大手 

過去2年間の株価推移（香港ドルベース） 

出所：ブルームバーグおよび各社資料を基にシュローダー作成。 β株価、指数ともにトータルリターン。株価は上場市場の通貨ベース。当該上場市場を代表する株価
指数と比較。株価グラフは2016年6月末～2018年6月末、2016年6月末を100として指数化。β個別銘柄、業種、国、地域等についての言及は例示を⽬的とするも
のであり、当該個別銘柄等の購入、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また、運用するポートフォリオにおいて、当該個別銘柄が必ずしも現在あ
るいは将来の保有銘柄であるとは限らず、また当該個別銘柄に対する今後の投資行動について示唆するものでもありません。β写真はイメージです。 

設定来でファンドのパフォーマンスに貢献した銘柄のご紹介（2） 

ESG評価のポイント 

¸保険契約者の健康管理とライフスタイルの追求を奨励、
保険契約者の健康増進を促す活動を実施している点
を評価しています。 

株価上昇のポイント 

¸中国本土や香港での事業拡大がけん引役となり、安定
的な増益を達成しています。その他、東南アジア等、今
後事業拡大が見込まれる地域へも進出しており、アジア
という高成長が見込まれる地域で、事業の地域分散を
図りながら、事業拡大しています。 

テンセント・ホールディングス （情報技術、中国） 

運用担当者の視点 

¸電子商取引市場の拡大やオンライン広告の拡大からの利益成長が見込まれま
す。 

ソーシャル・ネットワーキングや電子商取引市場を運営する中国の情報技術大手 

過去2年間の株価推移（香港ドルベース） 
ESG評価のポイント 

¸経営陣は中核事業に経営資源を集中、透明性の高い
堅実な経営を行っていると考えられます。また、技術開
発に際しては、収益性とのバランスを見極め、慎重に経
営判断を行っていると考えます。 

株価上昇のポイント 

¸携帯ゲーム、オンライン・ゲーム事業からの利益貢献に加
え、オンライン広告事業の拡大を背景に業績が堅調に
推移、市場予想を上回る利益成長となったことから、株
価が堅調に推移しました。 
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今後の運用方針 

「エクセレント・カンパニー」＝持続的な成長が可能な優良企業を厳選 

 当ファンドは、銘柄選択にあたって、定性評価におけるESG（環境・社会・ガバナンス）の観点を加味し、持続的に利

益成長が可能と判断する企業に投資を行うことで、中長期的な信託財産の成長を⽬指します。 

設定来でファンドのパフォーマンスに貢献した銘柄のご紹介（3） 

 ESG評価が高い企業は、経営の質が高く、中長期的に持続的な

利益成長を達成できると考えています。例えば、環境問題に対する

対応やガバナンスが十分でない企業は何かの不祥事で企業の存続

が危うくなるリスクがあり、また、競争力の高いビジネスモデルや商品を

有する企業でも、従業員の労働環境が劣悪で離職率が高い場合、

優秀な人材の確保が難しくなり、中長期的に成長を続けることが難

しくなる可能性があります。このように、ESGは中長期的には企業の

業績を左右する重要な要素になり得ると考えられます。 

 したがって、長期投資を行うにあたっては、企業が地域社会、従業

員、株主といった各ステークホルダー（利害関係者）に対する適切

な配慮を行っているか否かを判断することが重要です。 

β上記はイメージです。 

β運用方針は作成時点の考えに基づくものであり、市場環境の変動
等によって将来予告なく変更する場合があります。 

「持続的な成長」がカギ 

出所：ブルームバーグおよび各社資料を基にシュローダー作成。 β株価、指数ともにトータルリターン。株価は上場市場の通貨ベース。当該上場市場を代表する株価
指数と比較。株価グラフは2016年6月末～2018年6月末、2016年6月末を100として指数化。β個別銘柄、業種、国、地域等についての言及は例示を⽬的とする
ものであり、当該個別銘柄等の購入、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また、運用するポートフォリオにおいて、当該個別銘柄が必ずしも現
在あるいは将来の保有銘柄であるとは限らず、また当該個別銘柄に対する今後の投資行動について示唆するものでもありません。β写真はイメージです。 

BHPビリトン（素材、オーストラリア） 

鉄鉱石、その他ベースメタル、石炭などの鉱物の生産を行う大手資源企業 

運用担当者の視点 

¸業界内で最も低い生産コストを実現し、また質の高い資産を保有している点を
評価しており、今後の資源需要拡大の恩恵を受けられると考えます。 

ESG評価のポイント 

¸各部門の将来性、資産の質を見直しつつ、収益性の改
善・コストの削減余地がないかを厳しく見極めた経営を
実施している点を評価しています。その結果、既存事業
との相乗効果が効きにくく、採算性の低い事業からの撤
退等、戦略的な経営を実現しています。また、負債の返
済や株主還元策を重視した資本政策を実施している
点も評価できます。 

株価上昇のポイント 

¸利益が大幅に改善基調にあることに加え、非中核事業
からの撤退や、負債の削減、株主還元策の拡大を明ら
かにしたことが好感され、株価が堅調に推移しました。 

過去2年間の株価推移（豪ドルベース） 



¸ ファンドは組入有価証券等の価格下落、発行体の倒産および財務状況の悪化、為替変動等の影響により、ファンドの基準価額が

下落し、損失を被ることがあります。 

したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込

むことがあります。ファンドは預貯金と異なります。ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。 

¸ 分配金は、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われるとその金額相当分、基準価額は下がります。また、必ず支

払われるものではなく、金額も確定しているものではありません。 

シュローダー・アジアパシフィック・エクセレント・カンパニーズ 追加型投信／内外／株式 

基準価額の変動要因 

組入株式の価格変動リスク、信用リスク 
ファンドが実質的に投資を行う株式の価格は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給関係等を反映し、下落することがあります。また、株式の発行企業が経

営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できなくなる場合もあります。それらにより組入株式の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、
投資元本を割り込むことがあります。 

為替変動リスク 
ファンドが実質的に投資を行う外貨建て資産について、当該外貨の為替レートが円高方向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割り込むこと

があります。 

カントリーリスク 
実質的な投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな規制等が設けられた場合には、基準価額
が下落したり、運用方針に沿った運用が困難となる場合があります。 

チャイナ・コネクト＊1を通じて中国A株＊2への投資を行う場合があります。チャイナ・コネクトの規則は変更される可能性があり、かかる変更が遡及的効力をもたらす場合があ

ります。また、チャイナ・コネクトには取引額に制限があります。チャイナ・コネクトを通じた取引が停止された場合、ファンドによる中国A株への投資やチャイナ・コネクトを通じた
中国本土市場へのアクセスに悪影響を及ぼします。このような場合には、ファンドの投資⽬的の達成が困難になる可能性があります。 

＊1 チャイナ・コネクトとは、中国本土と香港の間で証券市場への相互アクセスを実現することを⽬的とした証券取引および決済接続制度であり、上海・香港ストック・コネ

クトおよび深セン・香港ストック・コネクトを指します。 

＊2 中国A株とは、中国本土の証券取引所に上場され、人民元で取引されている中国企業の株式をいいます。 

流動性に関するリスク 
証券やその他の投資対象商品を売買する際、その市場規模や取引量が小さい場合は、流動性が低下し、本来想定される投資価値とは乖離した価格水準による取引

が行われたり、価格の変動性が大きくなる傾向があると考えられます。また、政治・経済情勢の急変時等においては、流動性が極端に低下し、より一層、価格変動が大き
くなることも想定されます。このように流動性が低下した場合には、基準価額が下落する要因となり投資元本を割り込むことがあります。 

β基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。 

その他の留意点 

収益分配金に関する留意事項 
• 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。 
• 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日
の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

• 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、
分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

クーリングオフ 
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 

リスクの管理体制 

運用部門におけるリサーチや投資判断において、運用リスクの管理に重点を置くプロセスを導入しています。さらに、これら運用プロセスから独立した部門が、運用制限・ガ

イドラインの遵守状況を含めたファンドの運用状況について随時モニタリングを行い、運用部門に対する牽制が機能する仕組みとしており、これらの体制によりファンド運用

に関するリスクを管理しています。 

本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。投資信託は、

金融機関の預貯金と異なり、元金および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預金または保険契約ではなく、預金保険および保険契約者保護機

構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀行等登録金融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基金の支払対象ではありません。 

お申し込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。 

本資料に示されている運用実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を示唆あるいは保証するものではありません。投資資産および投資によりもたらされる

収益の価値は上方にも下方にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により投資価値が変動します。本資料
は、作成時点においてシュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」という場合があります。）が信頼できると判断した情報に基づいて作成されてお

りますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保証するものではありません。本資料中に記載されたシュローダーの見解は、策定時点で知りうる範

囲内の妥当な前提に基づく所見や展望を示すものであり、将来の動向や予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく
変更する場合があります。本資料中に個別銘柄についての言及がある場合は例示を⽬的とするものであり、当該個別銘柄等の購入、売却などいかなる投資推奨を⽬

的とするものではありません。また当該銘柄の株価の上昇または下落等を示唆するものでもありません。本資料に記載された予測値は、様々な仮定を元にした統計モデ

ルにより導出された結果です。予測値は将来の経済や市場の要因に関する高い不確実性により変動し、将来の投資成果に影響を与える可能性があります。これらの予
測値は、本資料使用時点における情報提供を⽬的とするものです。今後、経済や市場の状況が変化するのに伴い、予測値の前提となっている仮定が変わり、その結果

予測値が大きく変動する場合があります。シュローダーは予測値、前提となる仮定、経済および市場状況の変化、予測モデルその他に関する変更や更新について情報提

供を行う義務を有しません。本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは使用することが禁じられている場合がありま
す。第三者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提供者はいかなる責任を負うものではありません。

シュローダー/Schrodersとは、シュローダー plcおよびシュローダー・グループに属する同社の子会社および関連会社等を意味します。本資料を弊社の許諾なく複製、転用、

配布することを禁じます。MSCIは、本資料に含まれるいかなるMSCIのデータについても、明示的・黙示的に保証せず、またいかなる責任も負いません。MSCIのデータを、
他の指数やいかなる有価証券、金融商品の根拠として使用する、あるいは再配布することは禁じられています。本資料はMSCIにより作成、審査、承認されたものではあ

りません。いかなるMSCIのデータも、投資助言や投資に関する意思決定を行う事（又は行わない事）の推奨の根拠として提供されるものではなく、また、そのようなもの

として依拠されるべきものでもありません。 
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ファンドの関係法人 

β上記の合計額は、投資者の皆様がファンドを保有する期間等に応じて異なりますので、事前に示すことができません。 

投資者が直接的に負担する費用 

購 入 時 手 数 料 
購入申込日の翌営業日の基準価額に3.24％（税抜3.00％）を上限として販売会社が独自に定める率を乗じて得た額を
購入時にご負担いただきます。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

信 託 財 産 留 保 額 換金申込日の翌営業日の基準価額に0.2％を乗じて得た額を換金時にご負担いただきます。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

運 用 管 理 費 用 
( 信 託 報 酬 ) 

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.8036％（税抜1.67％）。 

毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（当該日が休業日の場合は翌営業日）および毎計算期末または信託終了のときファン
ドから支払われます。 

配分（年率／税抜） 

委 託 会 社 0.85% 

販 売 会 社 0.75% 

受 託 会 社 0.07% 

委託会社の配分には、シュローダー・アジアパシフィック（除く日本）株式サステナブル投資マザーファンドの運用委託先である
シュローダー・インベストメント・マネージメント（香港）リミテッドに対する報酬が含まれています 

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

法定書類の作成等に要する費用、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用等 

ファンドの純資産総額に対して年率0.108％（税抜0.10％）を上限とする額がファンドの計算期間を通じて毎日計上され、
毎計算期間の最初の6ヵ月終了日（当該日が休業日の場合は翌営業日）および毎計算期末または信託終了のときにファ
ンドから支払われます。 

組入有価証券の売買委託手数料、外貨建資産の保管等に関する費用等 

ファンドからその都度支払われます。β運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限額等を示すことができません。 

シュローダー・アジアパシフィック・エクセレント・カンパニーズ 追加型投信／内外／株式 

委 託 会 社 シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 

受 託 会 社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

販 売 会 社 以下をご参照ください。 

金融商品取引業者等の名称 登録番号 
日本 
証券業 
協会 

一般 
社団法人 
日本投資 
顧問業協会 

一般 
社団法人 
金融先物 
取引業協会 

一般社団法人 
第二種 
金融商品 
取引業協会 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商) 第2251号 ○ ○ ○ ○ 

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商) 第44号 ○ ○ ○ 

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商) 第61号 ○ ○ 

髙⽊証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商) 第20号 ○ 

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長(金商) 第75号 ○ 

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商) 第152号 ○ 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商) 第165号 ○ ○ ○ 

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(登金) 第195号 ○ ○ ○ ○ 

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

購 入 価 額 購入申込日の翌営業日の基準価額。基準価額は1万口当たりとします。 

購 入 代 金 販売会社が指定する期日までにお支払いください。 

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

換 金 価 額 換金申込日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額とします。 

換 金 代 金 原則として換金申込日から起算して6営業日⽬から販売会社にてお支払いします。 

申 込 締 切 時 間 原則として午後3時までに販売会社所定の事務手続きが完了した分とします。 

購入・換金申込不可日 
申込日当日が次のいずれかの場合には、購入・換金の申込みは受付けません。 
○ 国内の休業日 ○ 香港証券取引所の休業日 ○ オーストラリア証券取引所の休業日 
○ 香港の銀行の休業日 ○ オーストラリアの銀行の休業日 

換 金 制 限 大口解約は、解約金額および受付時間に制限を設けさせていただく場合があります。 

信 託 期 間 平成38年6月22日まで（平成28年6月30日設定） 

繰 上 償 還 受益権口数が30億口を下回った場合等には繰上償還となる場合があります。 

決算日および収益分配 
原則、毎年6月20日（休業日の場合は翌営業日） 
年1回、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。販売会社との契約によっては、再投資が可能です。 
なお、分配を行わない場合があります。 

課 税 関 係 

課税上は株式投資信託として取扱われます。 
• 公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）およびジュニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）の適
用対象です。 

• 配当控除、益金不算入制度の適用はありません。 

お申込みメモ（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論見書）をご確認ください。） 

ファンドの費用（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論見書）をご確認ください。） 
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